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この記録は、「東日本大震災 ～震災から３年間の活動記録～（H26.3）」以降の取組を補完的に掲載し、東北
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東日本大震災から 10 年を迎えて 

2011 年 3 月 11 日、マグニチュード９．０、最大震度７という国内観測史上

最大となる東日本大震災は、未曾有の大津波と原子力事故を引き起こし、東北

の太平洋沿岸のまちを中心に甚大な被害をもたらしました。 

私自身は当時海外勤務をしていたため、直接、震災を体験してはいません。

しかし、昨年の就任以来、被災地を訪れ、様々な資料を拝見し、語り部の方の

話を伺うことで、当時の状況を少しではありますが感じることができました。 

あれから 10 年という月日が流れました。「前を向いていこう」という住民の

方々の強い気持ちと、各分野の関係者のご尽力により、まちの復旧・復興は着

実に進んできていると思います。 

この間、東北運輸局では、「観光の復興」「地域公共交通の復旧・維持」「造船

業の復興」を柱として震災復興に取り組んで参りました。それらは一定の成果

を上げたものの、まちのにぎわいづくりが今後の大きな課題であると感じてい

ます。また、故郷に戻ることができていない方々がまだ多くいらっしゃること

は忘れてはならないと思っています。 

東北運輸局としましては、これからの 5 年、10 年を見据えながら、交流人口

増加のための観光振興、まちづくりに合わせた地域交通の改善等に資する施策

を通じて、東北の未来づくりの力となれるよう努めて参ります。 

一方、東日本大震災後も、地震、台風、暴風雪といった自然災害が頻発し、

被害も甚大化しています。今後は、「日本海溝・千島海溝型地震」や「南海トラ

フ地震」が予想されているほか、気候変動による大きな風水害の発生も懸念さ

れているところです。 

東北運輸局においては、震災後に採用された職員が３割を超えました。10 年

というこの節目に、震災への思いを風化させることなく、当時の経験やそれを

通じて培った教訓を確実に伝承して参ります。そして、東北の方々の持ち前の

我慢強さ・底力、所謂「東北人魂」を我々も持ち続け、今後も、職員一丸とな

り防災・減災対策、そして東北の輝く未来づくりを皆様とともに力強く進めて

参りたいと思います。 

 

2021 年 3 月 11 日 

国土交通省東北運輸局長 
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常磐線 特急ひたち（双葉駅） 特急列車の出迎え（双葉駅） 

年月日 東北運輸局の対応等

平成23年3月11日 ＪＲ東日本仙台支社へ鉄道部職員１名を派遣し情報収集（～１２日）
平成23年3月13日 ＪＲ仙台駅及び東北新幹線（長町付近）に鉄道部職員２名を派遣し被災状況を調査
平成23年3月13日 管内の鉄道運行情報等についてホームページへ掲載（以後毎日更新）
平成23年3月16日 東北運輸局長からＪＲ東日本仙台支社長に対し「東北新幹線の１日も早い復旧」を要請
平成23年3月17日 東北電力会長に対し「日本海側ルートを使って油輸送をするＪＲ貨物列車の運行に係る計画停電

の抑止」を要請

平成23年3月17日 甚大な被害を受けた三陸鉄道に対し、４月中旬に支払予定であった補助金を３月３０日に前倒し
で支給することを決定

平成23年3月18日 秋田新幹線（秋田～盛岡）運行再開
平成23年3月19日 ＪＲ貨物（日本海・青森ルート）油輸送列車が盛岡に到着
平成23年3月26日 ＪＲ貨物（日本海・磐越西線ルート）油輸送列車が郡山に到着
平成23年3月31日 山形新幹線（新庄～福島）運行再開

東北新幹線（盛岡～一ノ関）運行再開
―　深夜の余震により東北の鉄道はほぼ全線で運休　―

平成23年4月11日 山形新幹線（新庄～福島）運行再開
平成23年4月12日 東北新幹線（那須塩原～福島）運行再開
平成23年4月13日 東北新幹線（新青森～盛岡）運行再開
平成23年4月21日 東北本線全線で運転再開
平成23年4月29日 東北新幹線・仙台地下鉄全線で運転再開
平成23年5月2日 中小鉄道事業者の被災状況調査等を含む第一次補正予算成立

ＪＲ仙石線復興調整会議（第１回）開催
ＪＲ常磐線（亘理～相馬間）復興調整会議（第1回）開催
ＪＲ山田線復興調整会議（第1回）開催
ＪＲ大船渡線・気仙沼線復興調整会議（第１回）開催

※第２回より線区ごとに開催
鉄道震災復興誌「よみがえる鉄路 ～ 東日本大震災からの復興の軌跡～（仮題）」第１回編集委
員会開催。

平成23年10月14日 「鉄道の日」祝賀会（東京渋谷）にて、東北鉄道協会等の「よみがえる鉄路（東日本大震災からの
復旧・復興）」、ＪＲ貨物の「緊急石油列車が被災地の燃料不足解消に貢献！」が、日本鉄道賞
表彰選考委員会特別賞を受賞

ＪＲ気仙沼線復興調整会議（第２回）開催
平成23年11月21日 平成２３年度第三次補正予算成立（鉄道復旧に向けた新たな支援制度創設）

ＪＲ大船渡線復興調整会議（第２回）開催
平成24年4月1日 三陸鉄道/北リアス線（陸中野田～田野畑間）運行再開

「第１回ＪＲ山田線公共交通確保会議」開催
「第１回ＪＲ大船渡線公共交通確保会議」開催

平成24年8月20日 気仙沼線ＢＲＴ暫定運行開始。（陸前階上駅）
復興誌「よみがえれ！ みちのくの鉄道～東日本大震災からの復興の軌跡～」を発行

平成23年6月16日

平成23年4月7日

平成23年5月23日
平成23年6月2日

平成23年7月19日

平成23年8月3日

平成23年11月8日

平成23年11月30日

平成24年6月25日
平成24年7月13日

平成24年9月11日
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復興調整会議  復興まちづくりと一体となった鉄道復旧 

被災自治体が策定する復興計画にあわせて鉄道の復旧計画が策定されるように支援 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

  

津波による甚大な被害は、沿岸部の鉄道のみなら
ず沿線地域に及び、まちづくりと一体となった復旧計画
（駅位置やルートの変更等）が必要であったことから、
６線区を対象とする５つの「復興調整会議」を設置
し、復旧に向けての検討調整を図った。 

盛岡

仙台

八戸

久慈

小本

宮古

高城町

浜吉田

相馬

【三陸鉄道北リアス線（田野畑～小本間）】

・平成２６年４月６日に現行ルートで全線運行
再開予定

【ＪＲ山田線（宮古～釜石間）】
・「ＪＲ山田線復興調整会議」
（H23年 6月16日設置・第１回会合）
（H23年11月24日第２回会合）
（H24年 5月21日第３回会合）
（H24年11月 7日第４回会合）
（H25年 3月 8日第５回会合）
（H25年 9月25日第６回会合）
（H26年 1月31日第７回会合）

【三陸鉄道南リアス線（釜石～吉浜間）】

・平成２６年４月５日に現行ルートで全線
運行再開予定

【ＪＲ常磐線（浜吉田～相馬間）】
・「ＪＲ常磐線復興調整会議」
（H23年 6月 2日設置・第１回会合）
（H23年 8月 4日第２回会合）
（H23年 9月21日第３回会合）
（H24年 3月 2日第４回会合）
（H24年10月12日第５回会合）

福島第一原発

盛

柳津

女川

東日本大震災により
運休中の区間

【ＪＲ大船渡線（盛～気仙沼間）】
・「ＪＲ大船渡線復興調整会議」
（H23年 7月19日設置・第１回会合）
（H23年11月30日第２回会合）
（H24年 5月24日第３回会合）
（H24年11月22日第４回会合）
（H25年 9月 4日第５回会合）
（H26年 2月19日第６回会合）

石巻

気仙沼

浦宿

名取

仙台空港

原ノ町

【ＪＲ気仙沼線（気仙沼～柳津間）】
・「ＪＲ気仙沼線復興調整会議」
（H23年 7月19日設置・第１回会合）
（H23年11月 8日第２回会合）
（H23年12月27日第３回会合）
（H24年 3月 3日第４回会合）
（H24年 5月 7日第５回会合）
（H24年12月12日第６回会合）
（H25年 8月 7日第７回会合）
（H26年 2月 5日第８回会合）

復興調整会議の設置・検討状況沿岸部の鉄道の復旧に向けた検討体制について

平成２ ６年 ３月６ 日
東 北 運 輸 局

田野畑

釜石

吉浜

【ＪＲ石巻線（浦宿～女川間）】
【ＪＲ仙石線（高城町～陸前小野間）】
・「ＪＲ仙石線・石巻線復興調整会議」
（H23年 5月23日設置・第１回会合）
（H23年 7月13日第２回会合）
（H23年 9月30日第３回会合）
（H24年 2月23日第４回会合）
（H24年 8月 9日第５回会合）

陸前小野

構成メンバー 

○JR 東日本  等 
○県及び沿線自治体 
○復興局 
○東北地方整備局 
○東北運輸局（事務局） 
 

年月日 東北運輸局の対応等

平成24年12月22日 ＪＲ気仙沼線ＢＲＴ運行開始
平成25年2月13日 ＪＲ仙石線のルート変更に係る鉄道施設の変更認可
平成25年3月2日 ＪＲ大船渡線ＢＲＴ運行開始
平成25年3月4日 小冊子「走り出せ！東北の鉄道～東日本大震災から２年間の歩み～」を発行
平成25年3月19日 ＪＲ常磐線のルート変更に係る鉄道施設の変更認可
平成25年4月3日 三陸鉄道/南リアス線（吉浜～盛間）運行再開

第１回山田線利用促進検討会開催
平成25年12月18日 ＪＲ石巻線女川駅の位置に係る事業基本計画の変更認可
平成26年2月7日 ＪＲ石巻線浦宿～女川間に係る鉄道施設の変更認可
平成26年4月5日 三陸鉄道/南リアス線（吉浜～釜石）運行再開【全線復旧】
平成26年4月6日 三陸鉄道/北リアス線（小本～田野畑）運行再開【全線復旧】
平成26年6月1日 ＪＲ常磐線（竜田～広野）運行再開
平成27年3月21日 ＪＲ石巻線（浦宿～女川）運行再開【全線復旧】
平成27年5月30日 ＪＲ仙石線（高城町～陸前小野）運行再開【全線復旧】
平成28年7月12日 ＪＲ常磐線（原ノ町～小高）運行再開
平成28年12月10日 ＪＲ常磐線（浜吉田～相馬）運行再開
平成29年4月1日 ＪＲ常磐線（小高～浪江）運行再開
平成29年10月21日 ＪＲ常磐線（富岡～竜田）運行再開
平成31年3月23日 旧ＪＲ山田線（宮古～釜石）三陸鉄道(株)へ移管し、三陸鉄道/リアス線として運転再開
令和2年3月14日 ＪＲ常磐線（浪江～富岡）運行再開【全線復旧】

平成25年5月1日
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 復旧のための財政支援措置   

被災した中小鉄道事業者の公共性や被害の甚大さに鑑み、事業者負担を極力減らす支援制度を創設 

 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災からの鉄道復旧状況 

発災から し運行を再開 

 

 

 

 

 

 

  

 （平成 23 年 5 月 2 日成立 第一次補正予算） 
津波により大規模な被害を受けた中小鉄道事業者（三陸鉄道、仙台空港鉄道等６事業者）を対象として、 
鉄道施設の被災状況や健全度を調査・把握し、復旧方策について検討 → 被災鉄道の早期復旧に大きく寄与 

 （平成 23 年 11 月 23 日成立 第三次補正予算） 
《新しい支援の考え方》 
○復旧費が鉄道の年間収入を上回るような大規模な災害で、経営の大変厳しい鉄道の復旧に対し、従前の 

支援制度とともに、追加的な支援を行う 
○復旧に際し、自治体が積極的に関与する支援制度とし、地域の足を維持する姿勢を明確にする 
○鉄道事業者の負担を極力なくすとともに、自治体の負担軽減も図る（震災復興特別交付税により手当て） 
 

 
 
 
 
阪神・淡路大震災において被災した鉄道に対して実施した 
財政支援措置以上の手厚い措置 

■国、自治体の補助：事業費の１／４ずつ 
■鉄道事業者の負担：事業費の１／２  

従
前 

自治体が被災した施設を復旧の上保有した場合、国が支援 
■国、自治体の補助率：補助対象事業費の１／２ずつ  

新
設 
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東日本大震災からの復旧・復興の記録 

被害状況、震災直後の乗客の避難等初期動作、復旧工事・代替輸送を含めた運行再開への軌跡、関係各機関か
らの支援・協力体制など、鉄道復旧の過程でなされた様々な対応・経験・ノウハウを、全国の鉄道関係者や次の世代に
伝えるべく復興誌、及び小冊子を発行しております。 

 

 

 

 

 

 

 

東北運輸局ホームページ  
鉄道 東日本大震災関係                            （ＱＲコード） 

（ＵＲＬ）https://wwwtb.mlit.go.jp/tohoku/td/td-sub.html 
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年月日 東北運輸局の対応等
平成23年3月11日 震災直後から、各県乗合バス事業者へ電話にて情報収集を開始するも、連絡が取れた

のは5社のみ。
【バスの輸送力確保】自動車交通局長通達発出（各地方運輸局長あて）
「東北地方太平洋沖地震の発生に対応したバス輸送の確保等について」により、必要なバス輸送の迅
速な確保を要請。

平成23年3月15日 【新幹線の代替幹線交通の確保】管内のバス事業者が緊急通行車両確認標章の交
付を受け、一般道を走行していた仙台～新潟便を高速道路経由に切替え。以後、順
次各路線が高速道路を使用して運行。
【バスの輸送力確保】自動車交通局長通達発出
「東北地方太平洋沖地震を踏まえた高速バスの輸送力確保のための緊急対応について」

【新幹線の代替幹線交通の補完】山形空港～山形市内を結ぶ乗合バスを運行開始
し、利便性を確保。
【バスの輸送力確保】自動車交通局長通達発出
「東北地方太平洋沖地震を踏まえた、通達「一般貸切旅客自動車運送事業における臨時の営業区
域の設定について（平成１９年）」の柔軟な運用について」

平成23年3月25日 【空港アクセスの代替交通】「仙台空港再開に向けたアクセス確保検討会議」を設置し、
代替輸送について関係者で検討を開始。

平成23年3月27日 【新幹線の代替幹線交通の補完】山形空港と仙台駅前を直結する高速バスの運行開
始。
【空港アクセスの代替交通】仙台空港の運航再開に合わせ、運休中の仙台空港鉄道の
代替として、仙台空港～名取駅・仙台駅を結ぶアクセスバスの運行を開始。

平成23年5月13日 【タクシー輸送力確保】自動車交通局長通達発出
「東日本大震災の被災地域における被災タクシー車両の代替車両に係る運賃及び料金の特例措置
について」により、被災した小型車の代替用として確保した中型車への小型車運賃適用を認めることと
した。その後適用期限の延長を行い、平成３０年５月３１日の適用期限をもって終了した。

平成23年5月19日 【タクシー輸送力確保】自動車交通局長通達発出
「特定地域における期間限定減車の取扱いについて」により、東北３県（岩手・宮城・福島）で東北
運輸局長が指定及び公示した特定地域においては、指定期間における減車及び増車を弾力的に行
うことが出来ることとした。その後、指定期間の延長を行い現在に至る。

【交通ニーズ変化に適時適切に対応した生活交通手段の確保】
自動車交通局長通達発出
「東日本大震災の被災地における復旧・復興期の生活交通手段の適時適切な確保について」によ
り、関係法令の適用について弾力的な運用を実施。

【地域公共交通への支援】「地域公共交通確保維持改善事業」に係る東日本大震災
の被災地域を対象とした特例措置の申請受付を開始。

＜バス等陸上交通に係る確保維持関係＞
【地域公共交通への支援】「東日本大震災の被災地域における公共交通の確保・維
持・改善に関する調査検討会」を設置。
高台移転、災害公営住宅の建設等今後のまちづくりを見据えた地域公共交通の課題や方向性につ
いて検討。

平成25年8月23日 仙台市復興公営住宅入居希望者に対するタクシー送迎支援として、通達「一般乗用
旅客自動車運送事業の公共的割引運賃申請及び審査の取扱いについて」の弾力的
運用により、割引運賃（復興公営住宅見学割引）を認可。※平成２８年度まで実施

平成26年4月1日 「地域公共交通確保維持改善事業」のうち「被災地域地域間幹線系統確保維持事
業」と「特定被災地域公共交通調査事業」について平成２７年度まで延長。

平成28年4月1日 「地域公共交通確保維持改善事業」のうち「被災地域地域間幹線系統確保維持事
業」と「特定被災地域公共交通調査事業」について令和２年度まで延長。

平成23年7月25日

平成24年4月

平成23年3月12日

平成23年3月16日

平成23年3月18日

平成23年4月13日

平成23年6月24日

災害公営住宅（野田村） 復興支援バス（被災地特例） 
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代替交通の確保 

東北新幹線が運休となり、首都圏と被災地との主要交通手段が断絶 

 

 

 

 

 

 

 

3 月下旬 空港アクセス鉄道の再開を待つことなく、仙台空港で民間機の運航再開が決定 
 

 

 

 

 

地域公共交通確保維持改善事業（被災地特例）～東日本大震災によって被害を受けた地域公共交通に対する支援～ 

 

 

 

 

 

①高速バス利用【新潟経由】 

平成２３年 3 月１４日から高速バスを
緊急車両に指定し、仙台～新潟間の高
速バスの運行を再開 

②航空機利用【山形経由】 

山形空港から山形市内間について、既
存の予約制乗合タクシーに加え、3/16
より山形空港発着便のダイヤにあわせた
バスの運行を開始し、山形～仙台間の
高速バスとあわせ、アクセスを強化 

仙台空港再開に向けたアクセス確保検討会議 

空港と仙台駅間を結ぶ直通アクセスバスを運行することが最善の策ということになり、バス協会に
対してアクセスバスの運行等を要請。 
バス協会の呼びかけにより１８事業者が運行（幹事会社がダイヤ設定）を行うことになり、 
平成２３年 4 月 13 日の仙台空港再開に合わせ、計画どおりアクセスバスの運行を開始。 
東北運輸局においても円滑な乗継ぎのためバスのダイヤをホームページで公表し、空港利用者
及び空港関係者の利便を図った。（H23.9.30 まで約 19 万人の乗客を運んだ。） 

 ・避難所、仮設住宅、残存集落や新規住宅と、医療・買い物・公的機関等の 
間の日常生活の移動確保を目的とする地域内輸送等 
 

  H25.4～ 一地域あたりの補助上限額を 3,500 万円から 4,500 万円へ 
  H26.4～ 仮設住宅の箇所数に応じて一地域あたり上限額が決定。 

30 箇所以下：3,500 万円、 
30 箇所以上 60 箇所未満：4,500 万円、 
60 箇所以上：6,000 万円 
 

   H29.4～ 原発避難者の帰還を促進するため、福島県の１２市町村の 
災害公営住宅を経由する系統を補助対象に追加。  

→復興が進むにつれ、仮設住宅の解消等により、補助対象となる系統数や市町村数は減少 
 ※実績額、支援市町村数等については（23～24 ページ）参照 

 ・地域間幹線系統確保維持事業の各種要件を緩和した地域間輸送 
  H28.4～ 応急仮設住宅を経由する系統と経由しない系統に分け、応急仮設住宅を経由する系統については従来どおり被災地特例 

による補助対象とし、経由しない系統については当面の間、激変緩和措置を講じ「地域間幹線系統」の要件を緩和。 
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年月日 東北運輸局の対応等

平成23年3月11日 管轄する政府登録旅館に対し、施設の被害状況や宿泊客の安否確認を実施。停電や電話回線の不
通により殆どの地域にて連絡不能。

平成23年3月13日 【正確な情報発信】ホテル・旅館の営業状況についてHPにて公表。（以後毎日更新）
平成23年3月21日～

平成23年5月3日
平成23年3月24日 【被災者の宿泊施設受入支援】「県境を越えた被災者の旅館・ホテル等への受入れについて」（観観産

第660号）により、災害救助法の制度を活用した県境を越えた被災者の旅館・ホテル等への受入れ支
援を都道府県へ通知。

平成23年3月29日 【ワーキンググループの取組】観光復興にスピード感を持って取り組むため、ワーキンググループを設置。以後
週１度のペースで開催。（メンバーは、東北観光推進機構・東北経済連合会・仙台商工会議所・観光
関係団体）

平成23年4月3日 国際観光旅館連盟東北支部長を招き、観光庁と東北運輸局による懇談会を開催。被害状況や国に
対する要望をヒアリング。

平成23年6月26日～ 東北各県に運営委員会を設置し国際的な観光需要創出に向けた調査事業を実施。
平成23年6月17日～ 「受入環境整備サポーター派遣事業」を実施。
　 東北地方の外国人留学生を「受入環境整備サポーター」として、8地域に延べ157名を派遣。観光地の魅力を母

国に向け情報発信してもらい、震災以降激減している外国人旅行者の誘客を図った。※平成25年度まで

平成24年2月3日～10日 「VISIT　JAPAN　東北　復興祈念2011年度事業」を実施。
韓国・台湾・シンガポール・米国から旅行エージェント及びメディアのキーパーソンを招請し、震災後における東北の
観光スポットの取材や商談会を通じて、正確な情報を海外に発信。※平成25年度まで

平成24年3月18日～ 東北全体を博覧会場に見立て、東北の観光振興を盛り上げる「東北観光博」スタート
平成24年4月～ 「観光地域づくりプラットフォーム支援事業（復興支援型）」

被災３県（岩手・宮城・福島）の補助要件を緩和し、４協議会（南会津、宮城県仙南、石巻、盛岡）を支
援。

平成24年6月18日～ 「インバウンド再生緊急対策事業」を実施。（観光庁主催事業）
平成24年10月28日 「東北・北関東インバウンド再生緊急対策事業」の一環として、自治体や観光事業者等が海外主要７市場８都

市で現地旅行会社等との商談会等を実施し、落ち込みが大きい訪日外国人旅行者数の回復を図った。

平成24年8月2日～ 「外客受入地方拠点整備事業」を実施。
「外客受入地方拠点」として選定された平泉、仙台・松島、会津若松の３地域に加え、弘前、田沢湖・角館地域を新たに選
定。国・地方公共団体・民間事業者等が連携し、受入環境の整備・充実を総合的に推進。※平成25年度まで

平成25年3月12日 「東北観光基本計画」を策定。（東北地方交通審議会）
平成25年3月18日～ 「官民協働した魅力ある観光地の再建・強化事業」を実施。(12地域)

観光地の魅力となり得る資源を見直し、地方公共団体、事業実施主体、旅行会社、交通事業者、旅行メディア
等の総力を結集した確実な旅行商品化と情報発信を通して、魅力ある観光地づくりを推進。

平成25年4月～ 「東北観光博」の枠組みを引き継ぐ施策を実施。
東北観光推進機構とともに東北観光博の理念を継承し、その枠組みを継承。

【被災者の宿泊施設受入支援】福島県庁へ企画観光部職員１名を派遣し、二次避難に関する業務
の調整を実施。
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観光復興ワーキンググループの取組 

観光復興にスピード感を持って取り組むため、平成 23 年 3 月 29 日に設置 

 

 
 
 

 

 

  

年月日 東北運輸局の対応等

平成25年7月1日～ 太平洋沿岸エリア復興支援事業スタート。（平成26年3月31日まで）
ポータルサイト「東北物語」を開設し、沿岸エリアの観光情報等を一元的に発信。

平成25年8月19日 観光立国推進地方会議の開催
観光立国推進のため、東北運輸局と東北地方整備局が事務局となって、東北における地方出先機関に呼びかけ
て開催。それぞれの機関における観光復興にかかる取り組みの紹介や取り組み実施にかかる連携協力などについて
協議。

平成25年10月・平成26年3月 地域観光案内人　広域交流研修を開催。
東北観光博で認定を受けた地域観光案内人のスキルアップと地域観光案内人同士の交流促進などを目的に開
催。

平成26年3月2日 東北がんばります！！～東日本大震災から3年～シンポジウムを開催。（仙台市）
平成26年3月9日 東北がんばります！！～東日本大震災から3年～シンポジウムを開催。（東京都）
平成25年3月10日～１6日 「東北観光 ＰＲ in 成田空港」を開催。
平成26年12月19日～22日 「日本東北六県感謝祭」を開催。（台北市）
平成28年 平成28年を「東北観光復興元年」とし、2020年（令和2年）に東北6県の外国人延べ宿泊数を

150万人泊（平成27年の3倍）とする目標を定める。

平成28年4月～ ＪＮＴＯ（日本政府観光局）による東北観光復興プロモーションを開始。
平成28年4月15日～ 東北観光復興対策交付金

H28年度からR2年度までの５カ年の間、東日本大震災の影響により大きく落ち込んだ訪日外国人旅行者を回復
させるため、東北地方の地方公共団体が実施する訪日外国人旅行者を呼び込むための取組を支援。

令和元年 2020年（令和2年）に東北6県の外国人延べ宿泊数を150万人泊（平成27年の3倍）とする目
標を1年前倒しの2019年（令和元年）に達成。

構成メンバー 

・東北観光推進機構・東北経済連合会 
・仙台商工会議所 ・観光関係各団体 
○主な取組内容： 
  ・観光復興スローガン、ロゴの決定 
  ・観光復興ポータルサイトの開設 
  ・復興プロジェクトの実施 
  ・首都圏キャラバン 
  ・内閣総理大臣訪問 等 
   

H23.5.25～26  
東北各地の女将による首都圏キャラバン 

H23.4.29 東北楽天ゴールデンイーグ
ルスの本拠地開幕戦での情報発信 

H23.10.21 東北各県の女将が、総理を
訪問し東北の元気と東北への誘客をアピール 
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観光復興に向けた様々な取組（国内需要喚起） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○２０１０年～２０２０年 東北運輸局管内の市場別外国人延べ宿泊人数 

 

 

 

 

 

 

  

東北観光博（平成 24 年３月 18 日～平成 25 年 3 月末） 
東北地域全体を一種の博覧会会場と見立て、30 箇所のゾーンを核とし、 
官民を挙げた一体的な取組を実施 
〈テーマ・目標〉 
○大きく落ち込んでいる東北地域への旅行需要を喚起 
○地域が主体となって持続的に推進できる仕組みの定着 
 

太平洋沿岸エリア復興支援事業（東北物語）（平成 25 年度） 
〈テーマ〉東北の観光復興と再生 
〈基本方針および取組みの柱〉 

１「交流の拡大」 
○地域主体官民連携組織を構築し、滞在交流型観光のための受入れ基盤・環境を整備 
○地域素材の発掘・磨き上げによる商品造成および送客強化  

２「震災の記憶の風化防止」 
○地域住民・事業者等自らが継続的に旬な情報発信 
○語り部の育成、ICT 活用、親子防災教育ツアーなど 

地域観光案内人広域交流研修の開催 

ポータルサイト「東北物語」 
地域のとっておき情報の発信 

 
1,680 

2020年150万人泊とする目標を１年前倒しで達成 

※従業者数１０人以上の施設における延べ宿泊者数。  ※２０２０年は第２次速報値。     （出典：観光庁宿泊旅行統計） 
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日本東北六県感謝祭（台北市） 

 東北運輸局、東北観光推進機構、日本観光振興協会東北支部、東北各県等から構成する日本東北六
県感謝祭実行委員会は、東日本大震災からの復旧・復興に際して多くのご支援をいただいた台湾に感謝の意
を表すイベントを、東北から訪台する観光関係者等約 150 名とともに開催。期間中の来場者は 4 万人を超え
た。 

※翌年度以降もイベント名の変遷を経ながら継続して開催 

 

 

 

 

 

 

 

○各県へ来訪した外国人宿泊者数の推移 （平成２２年を１００とした場合の指数） 

 

 

H27.12.4～6 「日本東北遊楽日」 

H28.12.9～11 「日本東北遊楽日 2016 だいすき とうほく」 

H29.12.8～10 「日本東北遊楽日 2017 だいすき♡❤とうほく」 

H30.12.14～16 「日本東北遊楽日 2018 だいすき♡❤とうほく」 
R1.11.16～17 

23～24 「日本東北遊楽日 2019」 

○開催日時：平成 26 年 12 月 19 日（金）～22 日（月） 
○開催場所：台湾花博会場 EXPO DOME（台北市） 
○主催：日本東北六県感謝祭実行委員会 
○主な内容： 
    ・東北の伝統芸能等のパフォーマンス 
    ・東北観光親善大使「Rake」によるライブ演奏 
    ・東北の名産品の試飲試食 
    ・東北の文化体験 
    ・東北各地の観光魅力を発信するブース出展 
    ・台湾の旅行会社による東北へのツアー商品の説明 

オープニング こけし職人による実演指導 

※従業者数１０人以上の施設における延べ宿泊者数。  ※２０２０年は第２次速報値。     （出典：観光庁宿泊旅行統計） 
※三大都市圏とは、「東京、神奈川、千葉、埼玉、愛知、大阪、京都、兵庫」の８都府県をいう。地方部とは、三大都市圏以外の道県をいう。 
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年月日 東北運輸局の対応等
平成23年3月11日 発災後、被害状況の把握を開始するも通信網の遮断により情報収集は極めて困難
平成23年3月12日 造船関連事業者の被害状況把握のため海上安全環境部船舶検査官及び各運輸支局、

海事事務所と連携し現地調査を開始。
平成23年3月16日 海事局船舶産業課長通達発出

国海産第566号「事業所における地震等の自然災害時における事故防止について」
平成23年3月18日 海事局において造船関連事業者に係る情報共有を図ることを目的として関係団体による連

絡会を開催（以降、定期的に開催）
平成23年4月5～7日 海事局船舶産業課とともに石巻地区、気仙沼地区、塩釜地区の現地調査を実施し、現地

の自治体及び事業者からの要望を聴取
平成23年4月20日 海事局船舶産業課長通達発出

国海産第47号「東日本大震災に伴う造船関連事業者の雇用の維持・確保について(協力
依頼)」

平成23年4月20日 被災造船関連事業者に対して復興に向けた取り組みを検討するためのアンケート調査を実
施。平成24年11月までに定期的に実施

平成23年3月28日～ 造船関連事業者が中心となり、「気仙沼地区漁港機能再建対策委員会」を設置。気仙沼
海事事務所はメンバーとして要望事項の収集・伝達を実施

平成23年6月～12月 「東日本大震災による被災小型船舶の再生支援プロジェクト」
小型漁船の修理を促進するため、日本財団、被災地の造船事業者、漁業関係者、自治体、舟艇メー

カーが連携し被災地域8箇所に仮設修理場を設置

平成24年1月～3月 「地域造船産業集積高度化支援事業」（平成２３年度第三次補正予算）
海事局と東北運輸局は、集約・協業化が期待されている地域における「造船高度化プラン」の策定を支

援。

「小型漁船建造技術高度化支援事業」（平成２３年度第三次補正予算）
小型FRP漁船の早期供給と被災地域における建造・修理能力の維持確保のため被災地造船所従業

員を対象に技能講習会を開催。
平成24年3月 「全国造船所における地震・津波に対する防災指針」（報告書）完成。（平成２３年度

第三次補正予算）
東北運輸局管内に周知し、管内造船事業者の新たな「地震・津波防災マニュアル」の策定への活用を

促進。
平成24年8月17日 「気仙沼造船施設高度化検討会」（座長・海事局船舶産業課長）を設置。以後、検討

会を７回開催。
平成25年8月 「造船業等復興支援事業費補助金」の創設（平成２５年度当初予算）

～令和1年5月 震災被災地域において集約等により本格的な復興を図ろうとする造船関連事業者の取組を支援。

■ 株式会社みらい造船事業の終了をもって全ての補助事業が完了。【詳細は、別図参照】

平成23年7月～12月 「被災造船関連事業者への再生支援プロジェクト」（日本財団）
  地域毎に造船関連事業者が設立する協議会に対し機材等を共同利用設備として提供

海事局と東北運輸局は、(社)小型造船工業会と協力し、協議会設立と事業申請作業を支援（八戸
地区、大船渡地区、気仙沼地区、石巻地区、いわき地区）

みらい造船完成式典 
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「造船業等復興支援事業費補助金」制度による支援 （補助金総額：１１，２２９百万円） 

東北地域の基幹産業である水産業と地域経済・雇用を支える重要な産業であった造船業は、東日本大震災により
すべての施設が壊滅的に被災  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東北
．．

運輸局
．．．

管内
．．

の造船実績（建造実績） 

 

 

 

 

 

 

国土交通省は、造船業等復興支援事業費補助金(※)により被災中小造船所の移転・集約化による本格的な 
復興を支援。8 件１９事業者の補助事業の交付が決定し、令和元年5月末で全ての事業が完了した。 
(※)主に漁船の建造・修繕を行う中小造船・関連事業者が移転・集約化等による復興を図る施設・設備の整備に対して事業費の２／３を補助   

震災翌年度の建造金額は、震災年度の約 6 割まで落ち込んだが、関係省庁、関係団体等の各種支援制度の活用を
通じて、平成 25 年度から平成 30 年度までは連続して建造金額が増加し、東日本大震災発生年度の水準まで戻りつつ
あった。しかしながら令和元年度は、石巻地域の海事産業の中核造船事業者が、低迷する財務状態を改善することができ
ず、造船市況の悪化に伴う受注不振も重なり、会社更生法を申し立て新造船事業を休止したことから、建造金額は大きく
低下した。 

地域

（補助金額）

合同会社大船渡ドックケミカル H27.3.12 H29.3

合同会社コーシンケミカル H27.3.12 H27.11

気仙沼 株式会社みらい造船 H27.5.26 R1.5

南三陸町 株式会社南三陸造船鉄工所 H26.9.24 H28.10

佐藤造船所・及川電機合同会社 H26.2.10 H29.3

マリン遠山合同会社 H26.9.24 H27.6

株式会社鈴木造船所 H27.2.27 H29.5

株式会社聖人堀鉄工所 H27.4.22 H29.3

Ｒ１
交付決定 事業完了

石巻市

大船渡市

事業者名
Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

公募期間（H25.8.1～H27.3.31） 
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盛岡市緊急物資拠点施設（アピオ） 

年月日 東北運輸局の対応等
平成23年3月11日 各県トラック協会、災害時における緊急物資輸送に関する締結に基づき対応開始。
平成23年3月12日 【物資拠点確保の調整】交通環境部長等が東北倉庫協会連合会長を訪問し、緊急

時物流体制の早期構築に係る支援協力を要請。
平成23年3月13日 【物流の専門家の派遣調整】交通環境部長及び自動車交通部長が、東北倉庫協会

連合会長及び各県トラック協会長並びに各県に対し、物流の専門家（物流事業者
等）派遣について働きかけ。
　∙  岩手県は「アピオ」を物資拠点に選定（3/14）、アピオにトラック協会職員派遣（3/21）
　∙  宮城県は協定に基づき民間倉庫へ受入開始（3/17）、県災対本部へ倉庫協会職員が
　　 常駐（3/14～）
　∙  福島県は協会の働きかけにより民間営業倉庫へ受入開始（3/16）、県災対本部へ
      トラック協会職員正式派遣（4/1）

平成23年3月19日 【救援物資輸送体制の調査】交通環境部長が、物流の専門家と共に岩手(3/20)・宮
城（3/19、3/27）・福島（3/25）各県の拠点、避難所等における救援物資輸送
体制の実態を調査。

平成23年3月31日 【救援物資輸送体制の調査】交通環境部物流課・各支局事務所職員による「避難所
等調査隊」の体制を確立し、現地避難所等の調査を開始。

平成24年7月10日 【東北地域における災害に強い物流システムの構築に関する協議会】第1回協議会を開
催。メンバーは、学識経験者、関係自治体、物流団体、物流事業者、国の機関。

・　第2回協議会開催（10/9）、第３回協議会（12/18）、第４回協議会（2/26）

平成25年7月22日 【協議会フォローアップ】として、管内各県で連絡会を開催。
（以後、令和2年度まで毎年１回開催。）

∙  H25.7.22 宮城県連絡会　　　　　　・H25.７.24　岩手県連絡会
∙  H25.９.10 山形県連絡会　　　　　 ・H25.10.23　秋田県連絡会
∙  H25.11.１ 青森県連絡会          　・H25.11.19　福島県連絡会

平成25年9月6日 【災害物流に関する講習等】陸上自衛隊東北総監部からの依頼により、東北管内各部
隊の輸送業務担当者約７０名に対して「災害に強い物流システムの構築」について、講
習を実施。

平成25年10月4日 国土交通省が、『～災害に強い物流システムの構築に向けて～広域物資拠点開設・運
営ハンドブック』を発行。

平成25年10月15日 【災害物流に関する講習等】国土交通省が「災害物流研修」を実施。
　　　　　　 　　～17日 （以後、令和元年度まで毎年開催。令和２年度は新型コロナ対策により中止。）
平成25年10月21日 【災害物流に関する講習等】宮城県倉庫協会からの依頼により、同協会理事１２名に

対して「災害に強い物流システムの構築」について、講習を実施。
平成27年7月3日 【災害物流に関する講習等】東北倉庫協会連合会、宮城県倉庫協会、（公社）宮

城県トラック協会とともに「東北災害物流講演会」を開催。

平成27年7月22日 【災害物流に関する講習等】仙台商工会議所からの依頼により「東北地方における災害
発生時の物流システムの構築」について講演。

平成29年3月24日 【災害物流に関する講習等】東北倉庫協会連合会、宮城県倉庫協会とともに「大規模
災害対策セミナー」を開催。

平成29年4月11日 国土交通省が、熊本地震での教訓を踏まえ『～災害に強い物流システムの構築に向け
て～広域物資拠点開設・運営ハンドブック』を改訂。

平成31年3月29日 国土交通省が、「ラストマイルにおける支援物資輸送・拠点開設・運営ハンドブック」を策
定。
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東北地域における災害に強い物流システムの構築に関する協議会 

震災時における支援物資物流の経験を基に民間の施設やノウハウを活用した災害ロジスティクスを構築 

 

 

 

 

管内各県連絡会 

 

 

 

管内協定締結状況 

 

 

 

 

 

 

民間物資拠点数の推移 

 

 

 

輸送協定
<ﾄﾗ協>

震災時 震災時 → 締結 震災時 → 締結 震災時 → 締結

青森県 ◎ × → ◎
(24年度)

× → ◎
(29年度)

× → ◎
(24年度)

岩手県 ◎ ◎ － × → ◎
(25年度)

× → ◎
(25年度)

宮城県 ◎ ◎ － ※ ◎ －

秋田県 ◎ × → ◎
(25年度)

× → ◎
(25年度)

× → ◎
(25年度)

山形県 ◎ × → ◎
(28年度)

× → ◎
(28年度)

× → ◎
(28年度)

福島県 ◎ × → ◎
(26年度)

◎ － × → ◎
(26年度)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　    　                                         ※現行の協定内容で対応可能。

輸　送<ﾄﾗ協> 保　管<倉庫協>

物流専門家派遣保管協定
<倉庫協>

 東北運輸局では、平成 23 年 12 月にとりまとめられた「支援物資物流システムの基本的
な考え方」を踏まえて、災害ロジスティクスを構築するため、関係者で構成する東北ブロック
協議会（座長：東京海洋大学 苦瀬教授）を立ち上げた。 
 
協議会では、はじめに被災時の支援物資の実態を可能な限り調査するとともに、その結果
を整理し、課題を抽出した。協議会メンバーの貴重な意見や教訓等をもとに、課題に対する
具体的な対応策を「東北地域における災害に強い物流システムの構築に関する報告書」
（平成２５年２月）として、とりまとめた。 

協議会終了後のフォローアップを行うため、県防災担当部局、トラック協会・倉庫協会、東北運輸局（本局・支局）をメンバーとする各県
連絡会を毎年開催し、関係機関の情報共有、連携強化を図っている。 
 
○民間物資拠点の新規リストアップの推進等 
○災害時の官民協力協定の未締結地方公共団体への 
 働きかけの強化等 
○地方公共団体や物流事業者と連携した支援物資輸送訓練 
 の実施等 

構成メンバー 

○学識経験者（座長） 
○関係自治体 
○物流団体等 
○物流事業者 
○関連団体等 
○国の機関 

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度
青森県 11月1日 11月11日 11月4日 11月24日 10月31日 11月15日 11月14日 11月27日
岩手県 7月24日 11月14日 9月14日 10月25日 10月30日 11月16日 11月20日 11月30日
宮城県 7月22日 7月18日 7月28日 11月25日 11月24日 12月14日 2月17日 12月16日
秋田県 10月23日 10月24日 10月23日 10月31日 11月6日 11月20日 11月8日 11月19日
山形県 9月10日 9月12日 10月19日 9月7日 9月21日 11月27日 11月18日 10月27日
福島県 11月19日 10月27日 10月20日 10月27日 11月16日 11月28日 2月7日 11月17日
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年月日 東北運輸局の対応等
平成23年3月11日 離島航路事業者の被害把握を開始するも、気仙沼・石巻・女川の3地区は通信不能。
平成23年3月15日 宮城県に対し航路啓開作業の実施を働きかけ。
平成23年3月18日 民間船舶（クルーズ客船等）による被災者支援の申し出を受け、関係者に係る調整を開始。

平成23年3月20日 独立行政法人航海訓練所練習船「銀河丸」が宮古港に入港し、翌21日から2日間、船内で入浴と食
事提供等を実施。

平成23年3月20日 シーパル女川汽船(株)への人的支援等を開始。
平成23年3月25日 海事振興部長より全国の運輸局等に大島汽船(株)の使用船舶調達への協力を要請。

平成23年3月30日 気仙沼市において大島汽船(株)浦ノ浜～気仙沼航路のフェリー就航等に係る打合せを実施。

平成23年４月11日～17日 外航クルーズ客船「ふじ丸」が、大船渡・釜石・宮古の3港において入浴及び食事提供等を実施。

平成23年4月13日 旅客航路事業者現地調査を実施。（石巻市、女川町）

平成23年4月27日 大島汽船(株)が、「ドリームのうみ」（中国運輸局協力を得て広島県江田島市より無償貸与）により
フェリー運航を再開。

【運航期間：平成23年４月27日～平成24年2月29日】
平成23年4月27日 シーパル女川汽船(株)への人的支援等を実施。

∙  ４月２７日 大島汽船(株)への用船調整（所有旅客船「しまなぎ」）
∙  ５月１６日 女川～江島航路啓開等打合せを女川町で実施
∙  ６月　１日 補助金事務処理指導職員の派遣調整

【酒田市職員派遣期間：平成23年6月20日～7月3日】
∙  ６月１４日 補助金事務に関する研修会を東北運輸局で実施（～15日）

平成23年5月17日～31日 テクノスーパーライナー「OGASAWARA」が、石巻港において船内宿泊、食事・シャワー等を提供。

平成23年7月25日 シーパル女川汽船(株)が、小型旅客船「ベガ」（県内の旅客船事業者からの用船）により運航再開。

平成23年10月7日 気仙沼市において「大島航路復旧・復興連絡会議」を開催。（平成24年6月7日 第２回開催）

平成24年1月27日 大島汽船(株)が、「おおしま」（新居浜市より無償譲渡）による運航を開始。
∙  平成24年3月14日 「ドリームのうみ」帰港式（東北運輸局から江田島市への感謝状伝達）
∙  平成24年７月14日 新造船「ドリーム大島」就航
∙  平成25年4月8日 新造船「グリーンパールⅡ」就航
∙  平成25年6月9日 「たていし」就航　→　平成27年5月20日「たていし」売却

平成25年9月30日 シーパル女川汽船(株)「女川～江島航路」出島新浮桟橋落成、供用開始。
平成25年12月26日 塩竈市営汽船「塩竈～朴島航路」寒風沢島新浮桟橋落成、供用開始。
平成29年7月20日 大島汽船(株)「浦ノ浜～気仙沼航路」気仙沼港浮桟橋落成、供用開始
平成30年1月1日 網地島ライン㈱大泊港災害復旧工事完成。
平成30年12月1日 網地島ライン㈱のバリフリ対応待合所が新設の中央発着所にオープン。
平成31年4月8日 気仙沼大島大橋開通に伴い大島汽船(株)「浦ノ浜～気仙沼航路」廃止
令和1年7月1日 シーパル女川汽船㈱が、被災し再建された新ターミナルを利用開始。
令和1年9月9日 （株）いわきデイクルーズ事業廃止。
令和1年10月1日 商業・観光拠点施設「ホエールタウンおしか」内に網地島ライン（株）鮎川営業所オープン。
令和2年7月18日 大島汽船(株)気仙沼港浮桟橋に隣接し観光船発券所が入居する気仙沼商業観光施設「ないわん」

グランドオープン
令和2年12月2日 塩竈市営汽船朴島港新発着所完成、供用開始。

新造船「ドリーム大島」 
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年月日 東北運輸局の対応等
平成23年3月14日 海事事務所の業務を本局にて代行開始。
平成23年3月13日 「東北地方太平洋沖地震に伴う船舶検査等の取扱いについて」により、船舶検査等に係る規制の弾

力的な運用を開始。
∙  船舶検査等の申請 FAXやメール等での申請、添付書類一部省略可
∙  検査証書等の有効期間 H24.3.13までに満了する検査証を3ヵ月延長
∙  定期的検査時等の処理 写真、電話等による現状確認により検査結了
∙  検査中船舶等の取扱 他運輸局での受験手続に係る委嘱手続を実施

平成23年3月15日 「福島原発沖における船舶の航行について」（海事局事務連絡）
沿海区域を超えた航行を認める緊急避難措置を開始。

平成23年3月15日～ 陸揚げされた船舶の状況調査を実施。（平成２３年８月まで）

平成23年3月16日 「東北地方太平洋沖地震に伴う海技免状及び船員法関係取扱について」により、被災地で救助・救
援業務に就く船舶乗組員等に係る関係規定の弾力的な取扱を開始。

∙  免許申請 試験合格後から申請までの有効期間を延長
∙  海技免状等の有効期限 震災日以降の期限切れを更新講習受講で更新可
∙  海技免状等の再交付 震災で流失した免状、免許証を無料で再交付
∙  船舶職員乗組み基準 一時的に係留して被災者の入浴・宿泊等に用いる船舶への適用を緩和
∙  雇入契約成立等の届出 事後届け可
∙  船員手帳の交付 事後申請可

平成23年3月18日 船員の雇用保険失業給付の特例措置を開始。
∙  「失業認定日」の取扱、給付手続き窓口、休業時・離職時の特例措置

平成23年3月18日 海技士国家試験（宮古市：3月15日～）を、開催地被災のため、仙台市に変更して実施。
平成23年3月24日 被災船舶が受検可能な地域へ回航するための検査を実施。
平成23年3月25日 「東北地方太平洋沖地震に伴うがれき等の運搬について」（海事局事務連絡）により、特殊貨物

船舶運送規則に基づく運輸局長の確認を省略する等、弾力的な運用を実施。
平成23年3月30日 気仙沼海事事務所が気仙沼魚市場屋上倉庫に連絡室を開設。業務を一部再開。
平成23年4月6日 石巻海事事務所が石巻合同庁舎３Ｆに仮事務所を開設。業務一部再開
平成23年4月7日 気仙沼市にて船舶所有者を対象に「雇用保険・雇用調整助成金に関する説明会」を実施。宮城労

働局・ハローワーク気仙沼と連携。
平成23年4月26日 石巻海事事務所が石巻合同庁舎３階から石巻法務合同庁舎１階に移転
平成23年4月26日 福島運輸支局小名浜庁舎が応急修繕により業務を一部再開。
平成23年5月2日 震災を理由とする離職者に係る雇用保険の特例延長給付措置が追加され、被災3県（岩手・宮

城・福島）の沿岸地域等における船員に対する特例措置を開始。
平成23年5月3日 被災者雇用開発助成金制度が新たに導入され、一定の条件のもと、被災した船員を雇用した船舶

所有者に助成金が支給されることとなった。該当労働者の雇入れについて、運輸局から労働局へ通
報。

平成23年5月9日 岩手運輸支局宮古庁舎が宮古合同庁舎４階に仮事務所を開設。業務を一部再開。
庁舎移転を検討するも仮事務所での復旧となった。

平成23年6月27日 気仙沼海事事務所連絡室が気仙沼魚市場屋上倉庫から気仙沼魚市場前「海の市」３階に移転。
平成23年5月9日 被災船舶の修繕検査終了。
平成23年10月21日 被災した旧外国籍船舶等の回航検査を実施。（～H24.12月）
平成24年3月9日 「東北地方太平洋沖地震に伴うがれき等の運搬について」（海事局事務連絡）による弾力的な運

用を平成２６年３月１３日まで延長。
（平成２６年３月７付で平成２７年３月１３日まで再延長。）

平成24年3月23日 八戸船舶乗組員養成協会の要望を受け、海技士国家試験を八戸市にて臨時開催。
平成24年3月26日 福島運輸支局小名浜庁舎が小名浜地方合同庁舎1階に移転（復帰）。
平成25年11月5日 気仙沼海事事務所が「海の市」３階から気仙沼合同庁舎４階に移転(復帰)。
平成26年7月5日 石巻海事事務所が新石巻港湾合同庁舎３階に移転(復帰)。

新石巻港湾合同庁舎 
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年月日 東北運輸局の対応等
平成23年3月11日 停電のため、MOTAS、検査機器が使用不可能（福島、いわきを除く）。

∙  3月１２日 岩手・秋田・山形支局　停電復旧
∙  3月13日 八戸事務所　停電復旧
∙  3月16日 宮城支局　停電復旧

平成23年3月14日 被災地域に使用の本拠を有する車両の自動車検査証の有効期間を伸長。
（青森県・岩手県・宮城県・福島県の全域を対象に4月11日まで）

平成23年3月16日 限定自動車検査証の有効期間を延長。
（青森県・岩手県・宮城県・福島県の全域を対象に4月11日まで）

計画停電地域に使用の本拠を有する車両の自動車検査証の有効期間を伸長。
（秋田県・山形県の全域を対象に4月16日まで）

平成23年3月19日 災害復旧車両の自動車検査証の有効期間を伸長。
（青森県・岩手県・宮城県・福島県において救助、災害復旧等に使用されている自動車を対象に4月19日ま
で）

平成23年3月23日 保安基準適合証及び保安基準適合標章の有効期間を延長。
平成23年3月26日 永久抹消登録申請時の特例的取扱を開始。
平成23年3月30日 津波により海水に浸った車両のユーザーへの注意事項をホームページへ掲載。以後、移動自動車相談

所やテレビ等で周知。
平成23年4月5日 被災地域に使用の本拠を有する車両の自動車検査証の有効期間を伸長。
（公示：平成23年4月10日） （青森県の一部・岩手県・宮城県・福島県の全域を対象に5月11日まで）

限定自動車検査証・災害復旧車両の自動車検査証の有効期間を延長。
（青森県の一部・岩手県・宮城県・福島県の全域を対象に５月11日まで）

平成23年4月7日 岩手・宮城・福島運輸支局は、関係団体等の協力を得て、避難所等に移動自動車相談所を開
設。廃車等諸手続の相談対応、自動車の無料点検を実施。

（4月21日まで、岩手8回、宮城13回、福島12回、合計３３回実施）
平成23年4月8日 宮城運輸支局の窓口混雑緩和のため、本省及び各運輸局からの業務支援を受入。

（平成23年9月まで合計575人日）
平成23年4月20日 被災自動車に関する『よくある相談集』をホームページに掲載。
平成23年4月28日 本局に特設電話相談窓口を開設し、ゴールデンウィーク期間中も自動車ユーザーからの相談に応じら

れる体制を整備。
平成23年5月2日 被災地域に使用の本拠を有する車両の自動車検査証の有効期間を伸長。
（公示：平成23年５月10日） （岩手県・宮城県・福島県の一部地域を対象に６月11日まで）
平成23年5月2日 災害復旧車両の自動車検査証の有効期間を伸長。
（公示：平成23年５月10日） （岩手県・宮城県・福島県の全域を対象に６月11日まで）
平成23年5月10日 自動車関係税制特例措置が講じられたため、自動車販売事業者・行政書士等を対象に説明会を

実施し、手続の円滑な処理を促進。
（青森県、岩手県、宮城県、福島県で開催。）

平成23年6月1日 福島第一原発警戒区域からの持出車両に対する有効期間延長措置を実施。原子力災害現地対
策本部の要請により、警戒区域直近の中継基地で持ち出された車両の自動車検査証の有効期間を
確認。

（平成24年4月まで、合計４６回実施）
平成23年6月14日 被災自動車の永久抹消登録及び自動車重量税還付申請の出張受付を実施。

（岩手県・宮城県・福島県の18地域で9月まで、合計32回実施）

避難所での移動自動車相談所 
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統計で見る東北の 10 年 
 



○東北地方の人口の推移

東日本大震災復興10年の記録 ー 東北運輸局 ー20



○鉄道旅客輸送人員の推移

○新幹線（東北線）の輸送人員の推移 ○仙台市営地下鉄の輸送人員の推移

東日本大震災復興10年の記録 ー 東北運輸局 ー 21



○民鉄旅客輸送人員の推移
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※特定被災地域公共交通調査事業…
仮設住宅等と、病院、商店、公的機関等の間の日常生活の移動確保を目的とする地域内輸送等に対し、定
額にて補助を行う事業。
復興とともに刻一刻と変化する病院や商店等の位置、被災者の移動ニーズの変化を把握しつつ、適時適切
にバス路線の運行経路や便数等を見直しする際に活用。

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
岩手県 215,980 301,349 306,343 333,102 345,582 254,574 241,542 184,650 143,866

宮城県 304,820 391,628 422,962 365,489 360,043 332,026 251,066 213,920 92,830

福島県 102,308 203,925 228,930 276,840 318,489 275,857 194,092 166,530 86,746
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単位：千円
○特定被災地域公共交通調査事業 県別実績額

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
岩手県 8 8 10 10 10 7 6 6 5

宮城県 12 13 11 10 10 9 7 6 5

福島県 9 9 11 12 12 11 9 7 5
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特定被災地域公共交通調査事業 県別支援市町村数
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○特定被災地域公共交通調査事業 県別支援市町村数
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26,601 26,797 27,281 27,934 26,391 26,789 25,753 25,985 25,651 24,633

22,442 22,825 23,777 24,553 24,979 24,561 24,286 24,137 22,980 21,859
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一般乗合旅客自動車運送事業の輸送人員の推移

青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島

○一般乗合旅客自動車運送事業の輸送人員の推移
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被災地域地域間幹線系統確保維持費の推移
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○被災地域地域間幹線系統確保維持費の推移

57 62 59 59 54

12 11 11 9 9

12
15

15 16
15

11 11 8 8 6

52

55 56 56
56

44 45
42

30 30

121
132 130 131

125

67 67
61

47 45

0

20

40

60

80

100

120

140

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

被災地域地域間幹線系統数の推移

岩手 宮城 福島

○被災地域地域間幹線系統数の推移

※被災地域地域間幹線系統確保維持事業…
「地域間幹線系統確保維持事業」の各種要件を緩和した地域間輸送に対し、収支差等の１／２で補助を行う事業。
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港湾荷役実績の推移（管内合計）

○東北管内港湾の取扱量の推移（１）

港湾荷役実績の推移（上位６港）

(運輸要覧＝港湾運送事業報告規則第2条　第5号様式による)
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仙台塩釜

小名浜

八戸

秋田船川

酒田

石巻

その他港計
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○東北管内港湾の取扱量の推移（２）

コンテナ貨物取扱量の推移

外貿実入りコンテナ積卸し実績の推移（コンテナ取扱い７港）

323,657

203,273

308,805
333,022

353,032

417,620

470,253 478,749 485,786
504,725

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

TEU

単位：TEU

コンテナ取扱量の推移
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仙台塩釜

秋田船川

八戸

小名浜

酒田

釜石

大船渡
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○県別類別倉庫事業者数及び所管面（容）積（１）

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1
所管面積(㎡) 180,316 193,683 208,127 206,002 208,127 210,107 244,309 247,661 255,453 265,404

所管容積(㎥) 274,981 284,288 284,288 284,288 284,288 284,288 283,398 283,398 283,398 283,398

事業者数 38 39 41 42 42 44 47 47 49 50
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青森 普通倉庫

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1
所管容積(㎥) 708,454 715,064 732,885 732,244 732,244 723,794 736,252 720,609 728,444 752,035

事業者数 47 46 47 47 47 46 46 46 47 49
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青森 冷蔵倉庫

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1
所管面積(㎡) 158,993 162,350 182,685 186,562 182,685 246,383 252,000 263,214 273,961 276,374

所管容積(㎥) 85,090 85,090 85,090 85,090 85,090 85,090 85,090 85,090 85,090 85,090

事業者数 49 50 50 51 51 51 54 63 67 68
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岩手 普通倉庫

事
業
者
数

事
業
者
数

事
業
者
数

容
積

面
積
（（容
積
）

面
積
（（容
積
）

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1
所管容積(㎥) 169,116 175,716 187,002 225,014 225,419 223,505 212,993 215,677 229,864 234,346

事業者数 17 18 19 21 22 21 21 22 24 25
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青森 冷蔵倉庫

岩手 普通倉庫

岩手 冷蔵倉庫
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○県別類別倉庫事業者数及び所管面（容）積（２）

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1
所管面積(㎡) 1,136,879 1,154,819 1,212,858 1,178,628 1,212,858 1,293,626 1,328,459 1,373,918 1,433,160 1,492,830

所管容積(㎥) 294,673 295,025 295,075 296,847 296,847 374,577 374,577 375,199 375,199 375,199

事業者数 171 178 183 190 192 201 206 215 225 236
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宮城 普通倉庫

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1
所管容積(㎥) 1,426,777 1,374,199 1,463,170 1,514,543 1,529,916 1,571,059 1,584,974 1,562,377 1,591,224 1,645,089

事業者数 86 86 87 88 90 89 89 87 92 95
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Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1
所管面積(㎡) 144,153 149,803 175,388 173,148 175,388 177,674 187,741 189,426 196,042 199,449

所管容積(㎥) 0 4,210 4,210 4,210 4,210 4,210 2,064 2,064 2,064 2,064

事業者数 30 31 32 33 33 34 35 37 38 38
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Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1
所管容積(㎥) 34,095 35,207 35,207 35,207 35,207 32,654 38,941 37,637 47,345 49,658

事業者数 10 10 10 10 10 9 9 9 9 9
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東日本大震災復興10年の記録 ー 東北運輸局 ー28



○県別類別倉庫事業者数及び所管面（容）積（３）

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1
所管面積(㎡) 167,729 214,157 236,036 236,036 236,036 245,164 260,273 271,764 272,628 284,884

所管容積(㎥) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業者数 48 53 54 57 57 59 63 67 67 66
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Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1
所管容積(㎥) 104,257 113,587 112,348 113,781 113,781 119,693 119,693 119,693 125,464 136,588

事業者数 11 13 13 12 12 13 13 13 13 14
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Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1
所管面積(㎡) 495,608 566,735 661,243 642,038 661,243 703,244 734,291 822,516 842,564 891,072

所管容積(㎥) 949,821 949,821 940,035 933,791 933,791 933,791 855,033 855,033 783,632 665,283

事業者数 101 105 107 116 116 119 126 133 136 138
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Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1
所管容積(㎥) 181,932 181,932 180,743 199,026 190,739 190,739 203,396 197,542 197,542 201,694

事業者数 19 19 19 20 19 19 21 19 19 20
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○旅客船輸送人員の推移

①各県別

②東北6県
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○船舶隻数の推移 ○船舶トン数の推移

○船員数の推移 ○船種別船員数の推移
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○新車新規登録・届出台数の推移

○新車新規登録OSS申請状況（平成２２年度～令和２年度）
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○東北管内自動車保有車両数の推移


